
令和８年度事業計画書 

 

日本は世界で初めて水素基本戦略を 2017年 12月に策定。2020年 10月には「2050年カーボン

ニュートラル」を宣言し、2050 年までに温室効果ガスの排出をゼロにする目標を掲げました。エ

ネルギー基本計画において、初めて電源構成の 1％程度を水素・アンモニアとすることを目指すと

した。2023 年 6 月には 6 年ぶりに水素基本戦略が改定され、技術の確立を主としたものから、商

用段階を見据え、産業保安と保安戦略を新たに位置づけた。2024年には水素社会推進法が成立し、

低炭素水素等の導入拡大に向けた規制・支援一体的な制度を講じていくとした。具体的には、『価格

差に着目した支援制度』に 5年間で 4600億円、『拠点整備支援制度』にも相当額の GX経済移行債

による支援を行う方針が示されており、水素等サプライチェーンの主なプレイヤーの動向に注視す

るところである。 

当センターは、水素エネルギー新産業の育成、集積を推進する中核拠点の役割を担うものとして、

企業や研究機関が研究開発する水素関連製品の性能評価を通して、新規参入支援、開発促進を図っ

ており、その役割の重要性はますます大きくなっている。 

令和 8年度は、これまで主軸とした、水素ステーション、水素燃料電池自動車（FCV）といった

高圧水素関連製品の評価に加え、以下項目の試験需要に期待している。 

・基礎研究関連（材料評価〔金属、樹脂〕、水素発生〔SOEC（固体酸化物形電解セル）〕、 

高温超電導） 

 ・航空宇宙関連（燃料電池、高圧酸素、液体水素） 

・従来試験の拡張（HDV（大型車両）用部品〔内燃機関用含む〕、水素貯蔵モジュール） 

  それらの試験需要へ臨機応変に対応できるよう、関連する知識の習得と試験設備の充当をタイ

ムリーに実施することが求められる。 

 

I センター運営・管理 

１．評議員会、理事会 

 財団の適正な運営管理を行うため、評議員会、理事会を開催する。 

  評議員会 定時 2回（6月、3月）  

  理事会  定時 2回（5月、2月）  

※審議事項案件により開催回数の変更あり、開催月は予定。 

 

２．設備の整備 

（１）試験研究設備関連 

 ・試験室の安定稼働確保のため、令和 8年度は高圧ガス設備の 3年毎の全開放検査を含めた定期

自主検査及び計画補修を行う。（4月） 

 ・顧客からの要望に応えるため、振動試験装置用制御ユニットを更新して振動試験装置の移設を



行う。〔予算；5百万円〕（４月） 

 ・大型試験体の搬入搬出のため、Ｍ3試験室にチェーンブロックを設置する。〔予算；7百万円〕

（5月） 

・老朽化に伴いHyTReC棟の試験装置用冷却塔（開放式 6基、密閉式 1基）の更新を行う。 

〔予算；32百万円〕（6月） 

（２）施設関連 

・老朽化に伴い HyTReC 棟のガスヒートポンプエアコン（GHP）を電気モータヒートポンプエ

アコン（EHP）に更新する。〔予算；44百万円〕（4月） 

 

３．その他 

・令和 9年度で水銀を使用した蛍光灯の製造や輸出入が禁止されることから、令和 8年度は LED

化を検討するために競争入札資料を整備する。 

 

Ⅱ センター事業 

１．製品試験事業 

（１） 企業・研究機関からの受注試験 

 ・企業等が開発する「バルブ」「センサ」「高圧システム部品」「容器」「材料」など水素関連製品・

部品の性能・耐久性試験を引続き実施する。 

 ・圧力制御、昇圧・脱圧速度制御、環境温度制御、流量制御など顧客要望に対応した制御システ

ムの高度化を図る。 

 

（２） 新規領域への取組み 

 ・令和 7年 4月に産総研（つくば）より移設した高圧水素材料試験機の試運転を 11月から 

実施した。令和 8年 4月から実試験での運用を開始する。将来的に温度コントロール環境下で

の試験実施が可能になる試験機器導入を計画する。 

 

（３）コンサルタント業務の取組み 

  水素関連製品開発に新規参入する企業・機関からの指導要請に対応するべくコンサルタント業

務を事業の一つとして取組む。 

 

（４）第三者認証機関・指定検査機関の取組み 

  経済産業省が進める水素保安活動において、第三者検査機関を制度化して、当該機関にある程

度の権限と責任を負わせることによって自治体等の許認可に係る負担軽減や迅速な技術評価

等を実現し、水素社会を支える社会インフラとする（経産省資料から抜粋）、という提案がなさ

れている。 



  経済産業省産業保安企画室より容器の指定検査機関となることに対する意向問合せをいただ

いた。 

  また、海外の認証機関のアジア支部からも部品認証試験機関として何らかの関係（MOU）を

締結したいという誘いもある。 

  指定検査機関やMOU締結に対し、どのようなメリット・デメリット（付帯業務の増加）があ

るか検討を進める。 

 

２．研究開発事業 

 HyTReC主体研究、共同研究 

 ・大学、研究機関と共同し、水素関連製品の評価方法（試験法）確立のための研究開発を実施す

る。 

 ・水素関連製品の製品化を目指す企業に対し、共同研究の実施や製品開発アドバイス等を行う。 

 

３．研究交流事業   

（１） 施設見学、講師派遣 

  ・水素社会の実現に向けて企業・団体・学校からの見学依頼、講師派遣依頼に対応し理解向上

を図る。 

 

（２） 国際標準化の推進活動 

  ・水素技術に関する国際標準化機構 ISO/TC197（水素技術）への参画により、水素の製造、輸

送、貯蔵、利用、エネルギー分野に関する国際標準化活動に貢献していく。 

 

（３） 企業訪問 

  ・顧客となる企業・研究機関（FCV、水素ステーション、国プロジェクト参画企業等）に対し、

技術交流、相互訪問を行う。 

 


